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結語

はじめに

過去20年間ASEAN,韓国は第 1表に示される

ように，高い経済成長と輸出成長の進展によって

経済発展をなしとげてきた。とくに韓国はアメリ

ヵ，日本などの先進国への軽工業製品翰出の拡大

によって工業化を進展させ，重工業部門へ産業構

造の転換をはかりつつある。またASEANは一次

産品輸出から軽工業製品へ輸出構造をシフトさせ

発展の方向をたどっている。こうした状況のなか

で ASEANは貿易において域内および日本，韓

国，アメリカヘの相互依存を強化させている。た

とえば， ASEANの当該 8カ国地城 (ASEAN5カ

国，日本，韓国，アメリカ）への相互依存関係の強化

を製造業全体 (SITC5 (51365を除く〕， 6(68を除くJ,

7, 8の合計）でみたものが第 2表によって示され

る。アメリカを除き当該8カ国への貿易関係は高

<, 197(）年代にASEANはおおむね輸出入双方で

依存度を高めている。一方，日本，韓国，アメリ

力は輸出において当該地域への依存度を若干低下

させている。

ASEANをとりまく貿易構造の変化と相互依存

関係の増大がどのような要因に起因するものであ

るかを調べ，また将来のASEANの産業・貿易構

造を展望するために本研究では 1970年代の AS

EANの地域貿易パターンの変化を考察すること

を目的とした。

本稿では『1975年 ASEAN国際産業連関表』

（注 1)を産業定義の基礎におき，貿易統計をこれに

リンクさせることによって貿易構造の変化を把握

しようと試みた。この連関表を用いることの分析

上のメリットは以下の諸点にある。

第 1点は多数国・多数財の貿易パターンを決

定する主な要因とされる国別属性，産業（商品群）

別屈性が同一のデータベースで観察可能であり，

必要とあれば容易に数量化・指標化することがで

きるという点である。

第2点は産業定義が明確に設定できるという点

である。これはとくに産業内分業指数を計測する

うえでの一つの産業定義規準を与えているという

点で有益である。産業内分業指数は産業（商品群）

の集計段階によって影響をうける。それゆえ通常

産業定義には生産構造の類似性（いい換えれば同じ

生産工程をもち，投入比率が類似している）や消費面

での需要構造の類似性という規準によって類似し

た商品を同種商品群と呼び，その商品群を生産す

る産業を同一産業とする（注 2)。ごごでは国際的に

詞じ産業連関表の分類を用いるという意味で，同

ー産業内の商品群は同じ生産工程をもち，投入比
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Ⅰ　分析のフレームワーク

第 1表 (;I)Pおよび輸Ill額の年平均玲）/Jilが

(%) 

＇ G→ -D～ P 輸出額
I I 

1960~70,1970~80,l 960~70I 1970~80 

インドネシア 3.9 7.6 4. （） 1-l.7 
フィリピン 5.1 6.:1 ‘ょ)J.と‘) 7.0 
マレーシア 6.5 7.8 5.8 7.4 
シンガポール 8.8 8.5 4.2 12.0 
夕 イ 8.4 7.2 5.2 11.8 
韓 国 8.6 9.5 :l4.l 23. （） 

中加所重得平国全体値体 の 5.9 5.6 

中所中央得値国均全 ()) | 5.4 3. 9 

（出所） 侃界銀行『世界開発報竹 1982』。

第 2表 貿易におけるiII冗依存関係
（りi9))

対7カ国への輸//'，行Irl K、I7 /JI•1 から C'）輸人iil

対l!I・界輸/¥¥額 対l廿界翰人額

1970年 1977年 197(）年 1977年

fンドネシア 47.2 58.9 56.1 54.6 
マレーシア 46.7 63.1 42.0 69.9 
フィリヒ゜ン 46.0 55.5 69.4 67.0 
シンガボール 18.8 5l. o 57.0 60.6 
夕 イ 37.7 45.l 62.9 65.5 
ASEAN,¥I- :35.1 53.0 59.0 62.5 

Ii 本 44.8 :-l8.2 51. 4 49.0 
h'.'l,t , 国 78.1 52.0 80.6 81.:l 
アメリカ 9.8 9. 3 25. 4 32. （） 

8 カ国，iI• 24.2 25.9 34. 3 41.2 

(：l',Hf) UN・ OECI)貿V1テープを利用し，喰者作成，9

率が類似している（いいかえれば生廂関数が類似して

いる）という生産側の規準を満たしていることに

なる。

第 3点は，今回はこの連関表の56部門分類から

特定 6部門を選択し分析を行なったが，産業分類

が一貫性をもっているため将来さらに多数の工業

製品貿易の貿易構造分析に適用することが可能で

ある。

本稿では用語上の統一をはかるためにこの連関

表のASEAN5カ国， H本，韓国，アメリカを総

称して単に 8カ国と呼ぶことにする。以ドでは 8

ASEANの貿易樅沿街化と庁党内分呪

カ国の197(）年代における貿易構造の弯化を産業内

分業の問題を含めて考察する。まず研究のベース

となるフレームワークを提示し，次いで産業別の

トレード・フローを全体として観察したのち，比

較優位構造の変化によるASEANの域外との貿易

拡大とASEANの域内における産業内分業の可能

性について考察を行なう。

（汁:1) lnstitu1e of Developing Economies, 

I ntcrnational l11/mt-01ヽtputTableかr ASEAN 

Countries, 1975, L D. E. Statistical Data Series 

No. :l9,由釈， 1982]。

(II: 2) こ］ l, ｝、分煩定義は以下で上りJiされてい

る。 Crubel,Herbert G.; P. J. Lloyd, Intra-Indus・ 

try Trade, 口／トン， Macmillan, 1975年； LIoy(l, 

P, J., "Intra-Industry Trade, Lowering Trade 

11arriers and (;ains from Trade," H. Giersch濯，

Ont加 恥 ）nomics of Intra-Industry Trade; 

Symj•osium, 1.978,チ L ーヒ／ゲン， J.C. B. Mohr, 

1979り； ¥Villmore,L., "The Industrial Economics 

of Intra-Industry Trade and Specialization," Giersch 

焔， 曲掲；り所収。

I 分析のフレームワーク

多数国・多数財の貿易構造とその構造変化の実

体を観察するためには，まずその分類規準と分析

の視点とが明らかにされなければならない。本稿

では分類規準として国の属性と廂業の属性とを用

いて対象国，対象産業の某本的な整理を行ない、

次に分析の視点および使用されたデータについて

述べる。

1. 国の属性と産業の属性

経済発展段階の異なる多数国・多数財の分業構

造を観察するうえではまず二つの要因，国の属性

と産業（商品群）の属性を整狸しておくことが1「益

である。

国の属性はさまざまな属性で表現することが可
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能だが，大別すると供給（牛廂）側属什ど，扁要側屈

性とに分類できる。

供給{l¥ll属性は第 lに生光要素の賦存状況によっ

て示される。ヘクシャー＝オリーン・モデルでは労

働と賓本で要索賦存が定義されるが，ここで問題

とされる 81]|＿＿1」は発屎水準が大きく呉なるI]」が含

tれ，／［：廂技術(j)水準や人的資本の形成度が異な

ると想定される。それゆえ労働(j)熟練度を考應し

て，単純労働，熟練労働，資本の 3'梃素の賦存状

況で整理することが兒ましいだろう。第 2(I)供給

側属件は国令イ本の廂業構造であって，丁＿架化(j)進

屎度と天然資源の賦存状況に上 9)て廂架某盤が一，

次廂品や天然臼源に基礎をおく 1LIであるか，軽―r-
業部門の工業化が進展している国であるか，ある

いは巾工業化の段階に達している日であるか，と

いう分類か可能である。

一方‘，栖要側属t'I(j）指原は日内市場規模と 1人ii

り所得水準である。上業化段階における国内市場

規椋(j)大ぎ、ドは多様な咋業を発展させるうえでい

直嬰な決定囚となる。 1＿川内巾場規模(j)小さな国で

は工業化段階て規校の経済性を発揮でぎる商品(!)

数が限られてくるため，生産工程の音いを海外か

らの輸人に依存したり，多様な品質や打りを有する

|h]種商品(j)うわのいくつかの商品に特化すること

がおこる。これに対し国内市場規模の大きな国で

は最適な生産規模をほぼあらゆる産業・商品で＇，ーに

現することができるため，多様化した産業構造を

育成するごとか可能であるけIl)。また所得水準(J)

轟さは一種の購買力を示しているため，所得水準

の高い国Cは詞種商品のうちの高級品に対する符，i

要が存在し，一方所得水準の低い国は標準品に対

する需要か存在する。所得水準の相違は産業内分

業の実現に影粋を及ぼす。

貿易される商品はさまざまな商品屎性をもって
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いるが，本稿ではそのなかの三つの商品属性を

重視し，これによって商品群別の性格を明らかに

すか本来は個々の商品の商品属性を観察しあ

る商品属性から商品を商品群に集，汁するという手

法をとるのが妥内であろうが，本稿ではこれとは

別の千法をとった。すなわち，『197:'iりASEAN

1月際性業連関表』の部門分類によって 1崖業（部門

イゴール産業）を設定し，そ i))産業の生産する全商

品が^/）の麻品群を形成すると仮定したうえでそ

の商品群の属性をおさえておくという手法であ

る。それゆえ産業イコール商品群である。

さて，第 1の商品属性（本稿では商品属目をとき

に産業屈，性あるいは商品群属性という用語で呼ぶケー

スがあるが，これらはすべて同じ衣味である）の指標

は要素集約度別に商品を分類していく方法であ

る。単純労働，熟練労働、資本の 3要素からそれ

ぞれili純労働集約財，熟練労働集約財，資本集約

財に区分され、資本集約財についてはそれが大規

控i))装置産業であるかどうかを考慮に人れて繍分

類することができる。

第―]の指椋は生産工程からの区分である。多数

の商品の厭料系統を把握し原料系統別に商品をブ

rIノク化したのち，プロ、ソク内での商品の生産丁＾

程を追跡していけば加工度による商品序列を確立

することが可能である。たとえば産業連関表を三

角化することによってこれは観察することができ

るだろう (it2)。また霊要側から見て麻品が中間需

要段階に再投入されるのか，あるいは最終需要の

うち消費需要に向かう (I)か，投衰需要に向かうの

かなどによりそれぞれ，中間財，最終消費財，投

資財に分類することも可能である。

商品属性の第 3の指標は同種商品ゲループ内で

の製品距別化の程度である。製品差別化をひぎお

こす要因は二つある叩 3‘}。第 1の要因は独占的競



争が成立している市場において，詞種廂品の製沿

者がデザインや販売）i法のわずかな違いを市場に

もちこむことから生ずる。独占的競争の市場にお

いて製造者は共の需要曲線に直面しているため，

価格政策やマーケティンゲ政策を発揮する余地が

のこされてし、るからである。第 2(!）嬰因：，tf ＂ゲ

クト・サイクルの過程での新製，III19(/）登場;--ftるも

のである。国際的に技術格梵が存在し新閥品 C!)登

場しやすい市場で製品差別化が進展する。

製品差別化の程度は同種麻品内の商品数の増加

であるから、独占的競争の商品や国際的な技術格

差の存在する商品において大きく観察されるであ

ろう。刺品芹別化に上る府幣内分業は先准国間貿

易において支配的であるが，先進日と発屎遼l．．国

との間でも、先進国が商級品を，発展途卜国が低

級品を輸出するという形での産党内分党の確立す

る余地があろう。また発展途日川が労働焦約的な

商品や牛汎ゴtじに特化することによ）て先進仕lど

の間に廂業内分架を確立させる余地叱あろう c

以上の国別属性と産業別属性についてすでに

(i「4)計測と整理の結果が得られている。その結果

を主ず提示し，次にこの結果をぶまえて 8カ国の

貿易構造の恋化を観察するうえでの視，点を明らか

にする。

対象国は『1975年ASEAN国際廂繁連関表』 (1)

8り国とその他l仕昇社である。対象とされた産業

はASEANの工業化・輸出拡大に重要な意義をも

つ繊維産業，中間財であり基幹産業として重要な

鉄鋼産業，最終財から中間財までの多くを含み投

汽面要の大きな機械産業であり，上記連関表の56

部門分類表より以下の 6部門を選択した（数字は

56部門表ゴードを示している）。

紡績 (spinning)

織物 (weavingand dyeing) 

023 

(）24 

ASEAN J)貿易構造斐化と産業内分業

衣料 (wearingapparel) （）26 

鉄鋼 (ironand steel) ().-J2 

産1闘機械(IE5 1 (industrial machinery and 

equipment) （）、15

屯気浅器 (otherelectrical machinery and 

apparatus) 0,16 

|ri]種商品群と産業どの間に必ずしも明確な対応

関係が存在するどは限らないが，本研究では廂業

分類を優先させ， 1,1-産業内で生麻される商品が

同種商品群を形成させていると仮定した。それゆ

え、後述する比較悛位や産業内分業の指原は痒業

ごとに IIr測されるヘ

国別属性の指榛として以下の三つを用いた、

(1) 1人当り GDP

(2) 7部門船汁分類と24部門集計分類の付加価

値ベースの産業別構成比

(3) CDP  

(1)0)指襟は粛要側属性を示すとともに供給側屈

性 t「)要素賦存比率の一種の代理変数として用い

た。供給側属性の産業構造に対する代理笈数とし

ては(2)をとった。需要側属性の国内市場規模は(31

で表現される。 (1)以外の指原は『1975年ASEAN

国際産業連関表』より計測された。

以1・上の諸点から整珊された対象国の属性は第 3

表で示される。アメリカと日本とは霊要・供給側

の属性でほぼ同じゲループに属するものと衿えら

れる。またインドネシア， 7 f l)ピン，タイは所

得水準，国内市場規模，エ柴化の程度でほぽ同様

の属性を有している。韓国，シンガボール，マレ

ージアはそれぞれの指標で異なったゲルーフ゜に属

している。韓国は所得水準，市場規模の両者とも

に中位であり工業化の程度は軽工業化から重工業

化へ向かいつつある。また工業化は広範な産業に

およんでいる。シンガボールは，需要構造は先進田
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第 3表対象国のI属性 (1975年）
- ---- ・・・・・・---- -・・... 

国 名所得水準国内市場
l 工業化の程度

規 模嚢要対工目丑直造が
- -•-- ---• …-1業呵比il_（虚：3）

アメリカ高 I 大工業機 械
， 金 属
1 : 1ヒ学

H 本i 沿j 大工業機 械
金属

韓

輸送機械

国 '11 I 111 工 繁 繊 維
食料・飲料
機械

シン ガ ボ ー ル 高 小 工業機 械
食料・飲料
石油

マレーシアI 1 | l 

＇' 

小 Iエ 繁 I食金料・飲属料

ゴ ム

インドネシア I 低 I I I l 

1 農 党 1輸焚繊料送・機飲械料維

フィリピン I 低 中
農 業 食繊料デ・飲・紙維料

iパル 紙

夕 イ！ 低 I 1 |’ i農 業食繊金料・飲維属料

（出所） Tanaka, Takuo; Hiroshi Osada; Ki nya 

Onoda, "Economic Development and Structural 

Change of Trade in Pacific Asia,’' ワークショッ

プ・コンファランス“Tradeand Industrial Coopera-

tion in East and Southeast Asia,"への提出論文＼

アジア経済研究所， 1983年3月8~9日。

（注） ＊製造業の各部門の正式名は以下のとおりであ

る。数字は『1975年ASEAN国際産彰連関表』 2,1部

門集計分類コード， （ ）内は正式名称。
食料・飲料： 008(food, beverage, and tobacco), 

繊維： 009 (textile, leather, and the products 

1hereof)，バルフC・紙： 011(pulp, paper, and prin1-

ing)，化学： （）12 (chemical products)，石油： 013

(petroleum and its products)， ゴム： 014(rubber 

products)，金属： 016(metal products)，機械： 017

(machinery)，輸送機械： 018(transport equip-

ment)。

に近い形態を示しているが，産業構造は小規模な

国内需要の制約から機械や食料・飲料等の特定部

門に特化・集中している。マレーシアは天然資源

の賦存度が高いことから，産業構造においては木

材，天然ゴム，錫といった一次産品の加工業が大
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第 4表

―-＿要汽叫内度ーし生ー産円！旦 眉し虚
紡 績 I単純労働集約的 川上部門・中間財 小
織 物単純労働旦約的 川中部門・中間財 小
衣 料 単 純 労 働 約 的 川 下 部 門
鉄 鋼資集約的装置型中間財

•最終財大

廂栗機械資委集約的 最終財・中間財 大
小

屯気機器熟練労働集約的 最終財・中間財 大

（出所） 筆者作成。

きなシェアを占めている。また韓国とシンガボー

ルは経済活動に対する貿易のウエイトが大きい。

以上のことから国の属性によるグルーヒ゜ング

(1975年）は，日本・アメリカ、韓国・シンガポー

ル，マレーシア・インドネシア・フィリピン・タ

イの 3グループに集計した方が貿易構造を見るう

えで適当であろう。

また，ここで選択された 6産業は産業別属性の

うちの要素集約度，生産工程，製品差別化の程度，

から第4表(,l)属性を有すると考えられる。

製品差別化の指標は加工度が高く（注6)，さらに

技術進歩により新製品の登場する産業（商品群）で

高い。衣料，産業機械，電気機器では製品差別化

が進展している商品群であると考えられる直7)。

要素集約度と製品差別化は計測手法やデータに

おいて多くの制約があるため，ここでの産業別属

性は理論構成上から以上のように分類したという

ことにとどめる。

2. 分析の視点

以上の整理にもとづき， 8カ国の貿易構造の変

化を観察するうえでの基本的な視点を明らかにす

る。

第 1の視点は生産工程と国内市場規模の関係で

ある。アジア諸国の工業化の初期段階では単純労

働の要素賦仔が豊富であることから，まず単純労

働集約的な最終消費財部門から輸入代替化が開始



される。域終生産に必要な中間財はエ架化の初期

には自囚より工業化の進展している地域から輸入

されるが，最終消費財での輸入代替が進行し輸出

特化するとともに中間財の輸入代替も進展してい

く。中間財の輸入代替と輸出特化にfl’̂＇)てより川

上の生産工程に輸入代替が波及していく。このよ

うな生産の後方連関をおしすずめていく要因は内

需と輸出霜；製であり，旧内市場規模の小さな国で

は輸出依存的な工業化形態をとるが，国内市場規

模の制約や世界経済の不況による輸出の停滞によ

って多数の生産工程で最適生産規模を維持するこ

とが困難となってくるたろう。国内市場規模の小

さな国では特定の生産J-^ 程に特化するいに対し，

国内市場規模の大きな国は生産工程を広範囲に発

展させていく。

第 2の視，点は産業の属性と産業内分業0)関係で

ある。工業化の進展に伴って発展途日りかある産

業に比較優位をもつに至っても，産業内で，高級品

を先進国が輸出し，低級品を発展途L国が輸出す

るという品質差によって先進国と発展途I:れ1月との

産業内分業が実現する可能性もある。しかし価格

競争力が商品の国際競争力に支配的な商品群や，

生産工程の技術的な結びつきが強く一貫生麻体制

を維持する）jが生産上打利な商品群では，こうし

た産業内分業は長期的には維持されないであろう。

このことは，国際的な比較優位の変化の過程で一

時的に国際分業が先進国と発展途上It.Iとの間に成

立しても，発展途上国の工業化の進展と価格競争

カの強化によって，発展途上国が輸出特化し，先

進国が輸人特化し，やがて産業内分業が低下して

いくというケースである。長期的な光業内分業の

掠大が進行するのは製品差別化の高い産業であ

る。製品差別化は同一産業（同一商品群）内での商

品数の増加でもあるから，新製品の登場や商品分

ASEANの貿易構造変化と産業内分業

化の可能性の高い廂業では産業内分業は安定的で

あろう。産業内分業の進展には製品差別化という

産業の属性が影響をおよぼすのである。

第 3の視点は発展途上国間の産業内分業の役割

である。発展途上国間の産業内分業は，各国が水

平的，垂直的に産業内で特化することによって相

互に補完的な供給をつくり出し，相互の生産効率

を高め，規模の経済性を発揮させる。その結果，

経済発展に必要な資源配分の最適性を促進させ経

済発展を加速するという利点を産業内分業はもっ

ているといわれる（注8)。この場合，水平的特化は

同種商品内の一部の商品の生光に各国が特化して

いくことであり， •＾方垂寵的特化とは生産工程内

部での各国の特化である。発展途上国間の産業内

分業を実現するためには経済発展段階の同じ国ど

うしが地域的統合を行ない城内関悦を引き下けて

し、くか，あるいは生産における特化パターンで仙

本的合意をとりつける等の方法が指摘されてい

る。

以上の視点をふまえて，稚業間と産業内の概念

による分業バターンの整理をする。現実に貿易さ

れる多数の商品をまず産業（商品群）のレベルで集

"卜し，産業間の貿易構造を観察する。次にそれそ

れの産業内<7)貿易構造も観察するという 2段階の

整理で全体｛象を把握する。

3. データ

，；十測にあたっての第 1の作業は『1975年ASEA

N国際産業連関表』の部門分類にしたがって貿易

統計 (SITC分類）を組みなおすことから始められ

た。この作業は『1975年ASEAN国際産業連関表』

の産業分類のベースとなっている，アジア経済研

究所作成の『アメリカ1975年痒業連関表推計表』

直 9)の産業連関表コードと SITCコードの対応表

を陥礎として，本稿で対象とされた部門について
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第 5表 『1975年ASEAN国際帝尭連関校』 56部門

とSITC分類の対応表（対象部門）
~ ~ ~ 

IIO IIO 
/→ 

コード 56部門分類名

023i五―績

024 I織 物

026 I衣 料

042 I鉄 鋼

SIT(：コード
•• ・ヽヽ・・

2612 2613 2622 2626 2627 2628 
2629 2633 26cl4 6511 6512 651:l 
6514 6515 65164 65165 65174 
65175 65192 

6521 6522 65:ll 65:.12 653ふ6534
6535 6536 65392 65393 

26701 6540 6557 6566 8411 
8412 84151 84152 84153 84154 

2766 2820 671 672 673 67111 
6742 6743 6747 67-18 675 676 
677 678 679 

045 I産業機械 I69525 69526 n986 69881 1111 
7112 7113 7115 7110 7117 7118 
712 714 715 717 718 719 （防余< 
7194:l, 71963) 722 7291 7竺94
7296 72991 72992 72995 72999 

I 73281 95101 95102 95103 95104 
95105 

046 屯気機器 '172227231 7241 7242 7249 725 
1 7262 7292 7293 7297 72993 
, 72991 72998 81242 81243 8nl3:l 
,18911 

（出所） lns1i1ute of Developing Economieふ The 

UJ>dated In仰 t-Output Table of USA, 1.975, 

I. D. E. S1a1istical Data Series No. -10, 東京，

1982年。

SITC分類との対応表を再検討するごとによって

作成された。対応表は第 5表で示される。

次の作業は対象 6部門ごとの貿易マトリ、＇，クス

り作成であった。ごの作党においてはアジア経済

研究所開発の AIDXT(UN•OECD 貿易統計検索シ

，，,テム）を用いた。

ただし共咋「叫諸囚（中国北朝鮒，モンゴル，東欧）

については AIDXTにはデータが記載されていな

い。そのためここで作成された貿易マトリックス

(/）世界計には共産圏諸国は含まれない，

本稿では1970年代の 8カ国の貿易構造変化を観

察することを ll的として，対象年次に1970年と77

年を用いた。とくに1977年を用いた理由は資料の

制約によるため（マレーシアの貿易データが本分析時

心、(/)All)X1‘ ては 1(）77年よ-Cしか叫載と jしてしない）
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であって， 1,~-データベースから貿易額のーゲータ

を得ることが望ましいためである。なお両年の貿

易額は名目価格である。

(il. l) i ／ーノヽ＼i l則り出場現代と 1し粒悼小’，▲＇）関係

について，国内市場規模の小さな国は加工度の低い籾

＂ヒこれた和 1品にJl」i文優｛立をもち，国内Ih場規板の大

ぎな国 1人加 l^ 度の泊it差別化され，L商品に比柏優位を

もつことを明らかにした。 Dreze,J,, "Les Exporta-

tions intra-CEE 皿 1958 et la Position I3elge," 

Iむche,-chesEcanamiques de Louvain, 27, 1961年。

(tL 2) 1 1本(})肖吃述r11}＜に＇）し、てい 1965年，｝晶本

J;.について三角化されたホ例がある。尼崎巌・石川学

心「計済け））＼木的th,:',J)料＇応（→ 投人・ 1!l'W'， 9,}析,})

f法による一ー」（『二l11学会雑，『、t:』弟63務弟 6妙 19 

70年 6月）。

信 ;3) Gray, H. P.; J. P. Martin, "The Mean-

ing-and Measurement of Product Diffcrcnti;,tion in 

International Tracle," Weltwirtschaftliches A.rchiv, 

'，fi116｛ら第 2り、 198()年。

信 4) 国の属性と商品群の属性についてはすで

し：以―|、＇）論文て分析これ〈いる。 Tanaka,Takuo; 

Hiroshi Osada; Kinya Onoda, "Ec・onomic Develop-

rnent and Structural Change of Trade in Pacific 

Asia," ワー 7 、ン-ゾ -/. -,'ノファフン―,',“Trade皿 d

Industrial Cooperation in East and Southeast Asia" 

ヘ，•，＇）捉出論文、アジ 7 経済研究所， 1983]- 3)-l。

（注 5) 『1975年ASEAN国際産業連関表』は24部

l"J他 1分類t:ぢし、「＇＇「業戌械と軍氣機閤 r1，部代，ート

017り機械 (machinery)として集計している。機械類

し）うぢ 24部l"I渠i1分類で： t輸送機械か月IJ部門 (018

transport equipment)に設定され， また56部門分類の

‘iかこ杭密槻械 (049precision instrument)かぃ；定さ

れている。それゆえ本研究で対象とされる機賊ば輸送

槻械＇・梢密楳械を卜］、〈すへてである。

(1!, 6) Dreze，前掲甚は商品の加工度が恥まるにし

臼が こ襲'II'直別 1しい程 1赳も上外 •i るこーを， t'｛易財

c'J、ド駒価格(unitvalue)の究飢を用いて酎測して＼ヽる。

（注 7) 瑣者は iI~、の対吃内分党と製品差別化とか

問係を分析するために CCCN分類の 7桁の輸入単価

'こ用し、 ハ，9 , ウ I' 型ハ製品正りり化化数を叶測し

た。 ： J）指数は以下の式て定義される。

l'l)，'＝U,i、/Vi



Ⅱ　産業間の貿易構造変化

PD/，：第 i帥品グループ (CCCN7桁）の制晶弟別化

指数

U1:第 iJI釦油グループの相手国別の粕人吊囀価 J)眈

準偏粗

じ：第 iI泊，））,',グルー］ u＇) tIj手国））ljし＇）椋人 iii，{lilI]Iりt

純平均

CCCN 7桁ごとの Pl)iダ）｛lhを［！本の輸人額で加重平

均を行なうこ．によっし',Jii'業別し）1凡＇）I＼差別化指数の

商品平均仙か水められた。対象とこれた産業は，繊維

原料（天然繊維原料を除く），粘紹，絋物，衣類・繊維

2次製品 (1).」： CCCN50-63類）勺鉄銅 (73Hl)，屯

気機器 (85類） こある。日1測結果から加工度か凶 tる

に従って製品笙別化は翡<,また中間財 J:りも最終財

,. ：関晶差別化か進展していることか，以上 J)軋閉、（：明

らかになった。

ハフバウアーはアメリカ d)輸出単価を）IJいて製品弟

別化指数を以ド 9,')論文し1)，代かで叶測 1,e'→おり， 91]） ;t 

測結呆からもはぼ同様り北(l|；りが見，＼， 1る。 Hufhauer,

G. C., "The Impact of National Characteristics & 

Technology on the Commodity Composition of 

Trade in Manufactured Goods," Raymond Vernon 

編， The Technology Factor in International 

Trade,二，一”ーク， ColumbiaUniversity Press, 

197(）年所収。

廂品の製品差別化の程度を観察するために，計測上

にわし、ていろし、ろな問題がある。たとえば，、フバウア

ー籾指数に t,〉骰品差別化U)st測:(t, 商品構成い影

響をうけやすいこと，翰出（入）単価が純粋に商品特

性の差を表現しているとはいいがたいこと，商品グル

ーノの定義に彰愕をうけること， tcと（ある。

（注 8) Balassa, Bela, "Intra-Industry Trade and 

the Integration of Developing Countries in the 

World Economy," Giersch編， nij掲，り所収。

（注 9) Institute of Developing Economies, The 

Updated Input-Output Table of USA, 1975, I. 

D. E. Statistical Data Series No. 40, 東原， 1982{l'•o

II 産業間の貿易構造変化

本節では産尭間の変化としてトレード・フロー

と比較優位の変化を考察する e トレード・ 7 い一

ASl4:ANの貿易楷心変化し邪槃内分 1i・

は産業別の池域貿易関係から，また比較優位は国

別の産業間の関係から，貿易構造を考察する方法

である。

1. トレード・フローから観察される変化

第 1図から第 6図は対象 6部門におけるASEA

Nをとりまく貿易構造変化を，年次，相手国を通

じて比較可能なように貿易＼’トリックスを再構成

させた図である。

図にわいて矢印は輸出入U)）加］を表わし，矢印

内にそれぞれ1970年と77年の貿易額が表わされて

いる。主た矢印内のカッコの付いた数値はシンが

ホール (1)輸出入額をとくに比較のために示した。

矢印の出発点の数値は輸出国における相手国別輸

出構成比を表わし' -方矢印の列着点の数値は輸

入国における相手国別輸入構成比を表わす。各々

（り構成比を叶算するための分母は輸出国（ハ総輸出

額，輸入国の総輸人額であつ。図はすべて名目価

格を用いているため，貿易額の実質的拡大を見る.. 
目的から世界全体（り貿易額¢)2時点におけるのひ

率をうわまわる値を示した輸出入額には， 1977年

(／）値に＊印をつけることによってそれをポした。

ASEAN内部に描かれた矢印はASEAN域内の輸

出額を示しており，矢印の出発点で対域内輸出構

成比を、す、た矢印(,')到着点で対域内輸入構成比

を，それぞれ表わしている。

第 1図～第 6図より産業別にASEANを中心と

して以下の諸点かまず明らかとなる。

〔紡績祁門〕

ASEANの輸出額は7呻から77年にかけていす．． 
れの国・地域に対しても世界貿易額ののぴ率をう

いまわる成長を示した。こうした成長をささえて

いるのは域外ではシンガポールを除く ASEAN諸

国の輸出抗大によるが，域内ではシンガボールの

役割が大ぎい。 ASEANの主な輸出札l-fo囚は H本
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第 1図 ASEANをめぐる貿易関係（紡績部門）

z

臼
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〗
ロ

A
 

E
 s
 

A

巳
い
い
E]

ニ=:)]970年輸出籍(100万USIり日□相国翡｝構成，t澤）

=->1977年輪鱈(100万US|りぃ□相国叫団成廿 I知

一 （も月債格）

（出所） 第 2表ど同じ。
（注） ＊ 1970年から77年の世界貿易額ののび率を上回

る値を示す。
（ ）内はシンガポールの輸出人額を示す。

である。 H本とASEAN(1）貿易は77年に収支かは

ば均衡している。

ASEANの輸入額は輸入代替化の進展に伴って

低下し，とくに対日輸入依存の比率が40.8似から

19.3らfに落ちこんでいる。

（織物部刊］］

ASEANo)70年から77年にかけての輸出額の拡

大はすべて(!)国・地域で高いが，域内輸出額のの

かはシンガボールによるところが大きい。

日本からの輸入依存は依然高く貿易収支の不均

衡は大きい。また韓国からの輸人額が77年に増加

している。

［衣料部門］

ASEANは7(）年から77年にかけてすべての国・

地域に対して輸出額を拡大させているが， とくに
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第2図 ASEANをめぐる貿易関係（織物部門）

累害
旦
I
ぃk-

，,鼻二ここ〉1970年輪詞100万USI叩 □相手固gll輸入構成此噂）

見':こ)1977年輪詞(100万USドルl□相手国別心構成比 'tI

（名且信格）

（出所） 第2表と1d]じ。

（注） 第 1図と同じ。

シンガポール以外の諸国による輸出増加の役割か

高く，これら諸国の城内輸出増加もまに大ぎい。 1」

本韓国以外の地域，とくにアメリカ市場への輸

出額の増加が著しく，貿易収文が出超となってい

る。 ASEAN全体の貿易収支は70年の段階ですで

に黒字となっているが， 77年の段階では70年に赤

字であったマレーシア，フィリピン，タイにおい

ても黒字に軋化した。インドネシアの貿易収支は

77年でも依然輸入超過である。

ASEANの地域別輸入額は70年の段階でいずれ

も小さく，ほぼ輸入代替化は終了して輸出特化が

進行しているものと考えられる。

域内貿易の比重は小さい。

［鉄鋼部門］

ASEANの輸出額は？時点とも小さく，その他

世界計や域内への輸出額の増加はシンガボールの



ASEAN}）貿易構迅，t.t化 L陀業内分業

第 3図 ASEANをめぐる貿易関係（衣東l部門）

ー
日
ー
一

国

-~1970か偏直(JOO万 US ドル）し」柑手国別輪人構成比 1% ）

__)1977年庫ii譴 (]00万US|：／ぃ口相手国別輸出構成比 1%）
（名且伯格）

（出所） 袷2人と 1ぃjLっ

(it) ;i~; l l叉1と119lL。

第4図 ASEANをめぐる貿易関係（鉄鋼部1llj)

第5図 ASEANをめぐる貿引関係（産業機械部門）
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（名目伯格）

（出所） 第 2表と同じ。

（注）第 1図と 1ぃJじ。

第 6図 ASEANをめくる貿易関係（屯気機器部門）
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ー・＞1977年輸出粋(100万US卜‘)ぃ□柑手国別粕出構成比 1%)
一（名 『1』代）

〉1977年け詞、liJO戸しs:，9し＇口 i巨加翰昌屯成え
｛名且伯t:'；) 

(11,1Jiff) ~i 2人と 119Jし。

(i l:） ]入； II.、えlと119Jし。
（出Hi) 第 2 表と II~ じ，

（注） 第］図と同じ。
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輸出増加による。

ASEANの対H輸人特化の構造は7(）年から77年

にかけてほとんど変化していない。韓国のASEA

N向け輸出が77年に行なわれはじめている。

（廂業機械部門］

ASEANの輸HI額は70年から77年にかけていず
． 

れの国・地域に対してもllt界貿易額ののび率をう

わまわる増加を示した。 こうした輸出増加は域内

城外ともにンンガボールの輸出増加による役割が

大きい。

n本とアメリカからのASEANの輸人額の成長

がとくに許しく，賓本財としての産業機械謡要が

ASEANにおいて拡大している。

［電気機器部門〕

ASEANは70年から77年にかけていずれの国・
．． 

地域ともiJI：界貿易額ののび率をうわまわる輸出成

長を達成しており，

額の増加が著しい。

とくにアメリカ市場への輸出

これはシンガポールの輸出増

加によるところが大きく， その他棋界叶への輸出

拡大も同様である。城内貿易の拡大はシンガポー

ルと同様に，それ以外のASEAN諸国の輸出拡大

による効果も大きい。またシンガボールは紡績部

門とともにこの部門でも77年の貿易収支で黒字と

なっている。

ASEANの対H輸入依存は77年(/)段階でも依然

翡い水準となっている。 ASEANの城内貿易は拡

大している。

以J::.(1）廂業別の70年から77年にかけてのASEA

Nを中心とした貿易構造の変化は以下の諸点に整

理される。

進行し， アメリカ市場を中心にASEANからの輸

入が拡大していく。

(21 韓国， シンガボールは繊維産業のうちで川

中部門である織物をASEANへ輸出し， 主た熟純

労働集約的な霜気機器においてアメリカ市場を中

心に輸出を拡大させていく。

(3) ASEANの工業化に伴って，資本集約的で

投賓財である廂喫機械が先進国地域より輸入され

る。 また中間財として (I)鉄鋼需要が拡大し，

を中心に輸人されるが，韓国，

も輸入か行なわれてし、＜。

い廂業機械や電気機器で進展していく。

で類似し，

ポ[,

日本

シンガポールから

(4) ASEAN域内の貿易は各国がi紺い自給率を

もつに至った衣料部門では進展せず， 1廿給率の低

こうした

動きは衣料部門では各国の霊要構造がASEAN内

主た標準品が生産において中心的であ

るため商品間の差別化の進展が域内で低いからで

ある。一方機械部門では産業内での水平的特化，

推直的特化にtって財の供給の補完性を高めてい

るためである。

2. 比較優位の変化

本稿では一国の産業別国際競争力の指栖として

ベラ・バラッサ (BelaBalassa)（注 1)の RCA(revealed 

comparative advantage)指数を用し‘た。

は(1)式で表わされる。

RCA指数

R（出＝幻／ k 
こ、＼ア：

区心/ z::;.z:: xt 
9'• K 

{l) 

ここで 1く(Wfは i国(T)k滴品の比較優位い値を

Xfは l国の K商品の輸出額を表わす。 ま

(1) ASEANのうちシンガボールをのぞくエ党

化の水準が低い国では単純労働集約的な繊維産党

のうち，最終消費財である衣料部門で輸出特化が

た区 X~, Z.:: XJ, Z.:: Z.:: X;'はそれぞれ K商品の
k,  k 

棋界輸出額， i国の輸出額、世界総輸出額を表わ

ー[ R(:1 ！・が 1,tり大ぎ 1イ、とぎ i国は K商品に比

較優位をもい、 lより小さし、とき k崩品に比較劣
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ASEAN]）貿易構浩窪化 □産業内分業

第 7図 RCA <7)＇艇化
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する，，それゆえ RCAは一＾国内の相対的な概念で

あり，国際比較は注意して取り扱われなければな

らなし ‘c

さて，対象とされた 6産業の1970年と77年のR

CAは第 7図にi膚されている。細線が70年を，

太線が77年を、それぞれ表わす。以FではまずR

（八 (I)値から訛みとれる各囚の産業間の特徴を整

ぅl



Ⅲ　ASEANの産業内分業

理する。

ASEANは図から明らかなように77年の段階で

も6産業すべてにわいて比較優位をもっていな

い。しかしながらりi純労働化約的な繊維 3産業と

熟錬労働集約的な電気機器光業において値の上昇

か大きい。繊維のう t)では最終消骰財である衣料

産業の上昇が大きい。→ ）^j資本集約的な産業では

値が小さく疫化も小さい。 ASEAN全体では要素

の賦存状況に応じて労働北約的な軽工業部門で比

較優位へ向かう変化か見られる。次に各国別に見

てし、＜。

インドネンア (J)6産業はすべてゼいに近い値を

とる。しかしながらインドネシアは天然質源部門

(SITC 0-4, 68)に比較優位を持→ており (il2¥ 

天然資源輸出は70年で10億 700(）．Jj'、/し ,77年でl(）6

｛意6000万且（いずれも名H額）であ・）て，それぞれ

の年で総輸出額の90似以上を占めている。インド

ネシアは天然資源の賦存度が高く，むしろ原料供

給国と位慨バけられる。フィリピンは 5産業でイ

ンドネシアとほぼ同様の比較優位構浩を持ってい

るが， 70年代に衣料産業で比較優位に転じた。タ

イとマレーシアはインドネシア，フィリピンに比

べると 6産業ではより多様化した比較優位構造を

もっている。タイは衣料産業，織物産業で77年に

比較優位に転じ，マレーシアは電気機器産業で比

較優位を有している。以上4カ国は70年代をとお

して労働集約的な産業に比較優位をもグ），あるい

はもちつつあると結論づけられる。

シンガボールと韓国は先の 4カ国に比べて全体

的に多様化した比較優位構造をもっている。両国

とも繊維において RCAの低下あるいは比較劣位

に転じた庁業が出はじめてぎており，逆に熟諌労

働集約的な屯気機器性業で比較優位に転化あるい

は比較優位を強化させている。さらに森本柘約的

52 

な廂業では，いまだ比較劣位であるものの RCA

の上昇傾向か197(）年代に見られた。

先進囚である H本，アメリカは H本の織物庄業

をのそき繊維関係で比較劣位となっており， ー）j

貨本・技術鉗約的な性業で比較優位をもっている

という事実が再確認された。電気機器i笙業は H

本・アメリカど韓国・マレーシア・シンガポール

U)双方とも比較優位を持っているか，高級品・低

級品という質の差や新製品の開発等によって貿易

拡大的な産業である。

以Lの国別の変化から次のようにし•える。 8 1J 

国全体では， 1970年代をとおして軽工業部門で H

本から韓国， ASEANへと比較優位が移行し，先

進囚は責，本およひ技術鉗約的光業に比較優位を強

化させてきた。憐¥ij• ASEANは繊維，咀気機悩

という軽工業部門の供給国として，また日本・）＇

メリカは屯上業や資本財部門の供給国として， 8 

叫月の産業間貿易を強化発展させる方向へと向か

＇たとし、）比較優位の国際的変化か 197(）年代に観

察されたとし‘えよう。

(i I: 1) Balassa, Bela, •·Trade Lil){•ralization and 

'Revealed'Comparative Advantage," i¥laJl(11cstcr 

& Il(｝（｝l of l.』、（ •01wmics and Social Studies、第：¥:¥在，

1965り••o

(ii 2) イ／ 1、'不シア Jl尺然賓御部r'Icり R(‘f¥i i, 

1970'.!-2.8, 1977年2.7ごあふ。

III ASEAN(/)産業内分党

第 6表に示されるように， ASEANは域内貿易

を工業製品全体で1970年の12.6芯［から77年の23.5

いに拡大している。 6産業のうち、産業機械秤業

でその増加が大きく，衣料産業では急速に輸出額

が成長してし、るにもかかわらず，城内貿易の増加

は小さい，_，鉄鋼産業は対世料への輸出額が小さい

ため城内貿易の比率は大きくあらわれている。各



第6表 ASEAN(/)域内輸出の比ヤ

(%) 

闘凡占麟織物衣料 1鉄鋼 1腐贔腐篇
19701 12.6 I 4.8 I 6.0 I 4.1 I 16.5 I 14.9 I :l.6 

1977 I 2J.5 I u.5 I 19_ 1 I 5.o I :m.:! I :i,i.1 I 20.0 

（出所） 第2N:と同じ。

（沖）域内輸出叫い三 対 ASEAN輸出額
対間料輸ill額

X ]()() 

廂業による城内貿易の進展の差は産業内分業によ

って具体的に把握することができる。

光業内分業は，同一産業で生産される商品の国

際取引であると定義されるため，麻業内分架指数

は 2 国（地城）間(/)トレート‘•オーバーラップ゜をil•

測することによって表わされる。その指数式には

各種の形態か存在するが(ill), 、本稿での産業内分

業のit測には以下に示すグルーベル・ロイド式

け12)を用いた。

Bk - (Xtj+Atし）ーIX;J-M:J~ | 
9J (Xt+Mり X 100 (2) 

ここで I化は i|l-」と j国の K産業における産業

内分架指数の値を表わし噌、VぃMりは K産業に

ASEANの貿易構沿度化と痒業内分集

おいC i国の j国への輸出額， i国の j国からの

輸人額，をそれぞれ表わすものとする。したがっ

て指数値 Bりは 0~100の値をとる。 Bりの値を産

業別，相手国別で集計するには単純平均を用いる

方法と貿易額の加重平均を用いる方法直3)とがあ

るが，第 7表では単純平均を用いた。その計測式

は以l‘̂(l）（3), (4)式である。

l u 

13[~,= E I3i 
”k=1 

り (3) 

13t. ＝ 1五尻
m~ j = 1 

(4} 

(3)式の B,1は 91産業の平均値を，また(4)式の w.
は相手国 Ill カ国の平均値をそれぞれ示す。

ASEAN城内の産業内分業指数はこの第 7表に

整理されている。同表には域内の 2国間ごとの苑

業内分業指数の平均値を国別，産業別に示し，さ

らに域内の集計値を求めた。また両国の貿易額

（輸出額の合叶）が， 100万us旦以下の取引しか

ないケースでは発業内分業指数をゼロとして1;t算

した。これは単純平均を用＼、ていることから，少

第7表 ASEANの産業内分党の進展

紡 紺織 物 衣 糾 l鉄 綱 産業機械 屯気機器 ,6産業2)平均

インドネシア I) 1 9 7 0 年年 （） （） (_） （） 

゜
（） （） 

1977 

゜
（） （） （） 2 22 4 

マレーンア 11 99777(）年年
（） ｛） （） （） （） 2 （） 
22 5 :1 ， 42 3 1 19 

フ｛リピン 1 9 77 (7） 年年 ， 
（） （） （） (） ｛） （） （） 

19'  （） 17 ： ； （） :1:-1 15 11 

シンガぷール 1 9 77 (7）年年 （） 21 4 （） 

゜
5 5 

19 22 35 17 6 18 50 25 

夕 イ 1 9 7 07 年年

゜
21 （） （） 

゜
（） 4 

197 （） 1 3 14 （） 20 41 15 

ASEAN3)域l勺 1 9 7 ( ） 年年

゜
8 l (） 0 1 ）ヽ

1977 ， ]4 7 3 2:i 32 15 

（出所） 第2表と詞じ。

薗） 廂党内分業指数の ~I測式は 1が~二
(Xり4•M!J) - X]-A1:J 

I} (Xf,+M:;) 
-"'.'1'xl00である。

1) ASEAN 5カ国の国別産業内分業指数は 2国間指数 (Bいの単純平均で計算した。

2) 6性業平均は1札純平均で社算した。

3) ASI9:AN域内の産業内分業指数は国別指数の1和純平均で叶鈴した。
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額取引における産業内分業指数を過大評価しない

ためである（注4)。

表から明らかなようにASEAN域内の産業内分

業は1970年から77年にかけて，タイの織物産業を

除き，いずれの国・産業でも進展している。全体

としてシンガボールの値が大きく，シンガボール

が域内貿易の主導的役割をもっているといえよ

う。また 6産業すべてに輸入特化をしているイン

ドネシアは産業内分業指数が小さい。 ASEAN全

体の城内分業は 6 産業すべてにおいて， 197~和）ヽ

ら77年にかけて増加をホしている。産業別の特徴

としては繊維，鉄鋼で低く，産業機械，電気機器

で贔い。衣料産業で城内産業内分架指数が低いの

は，この産業ではASEAN各国ともほぼ完全自給

化を達成しており（第8表），衣料製品が高級化や

多様化で相互の城内貿易を拡大するよりも，むし

ろ強い価格競争力を武器として欧米・日本市場に

輸出を行なっているからである。またASEAN各
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国とも所得水準，市場規模の点で類似した需要基

盤をもっているが，先進国で見られる多様化した

需要構造まで発展しておらず，製品差別化による

域内分業を行なうに至らないためと考えられる。

中間財である紡績，織物産業もASEAN域内の自

給令はすでに高く，生産＾「．程における特化の利益

第9表仝 ASEANと日本，韓国，アメリ）Jとの産業内分業指数
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（出所） 第2表と同じ。

（注） 産業内分業指数尻は，以―l,：の式で計算された。

（こXt+tA1り）― txいか几lBt =-i→--i,=1  1、=1 i=1 5 

（ 
冒ー

6 ) X100，ここで EXゎこMもはそれぞれ全ASEANの対j
I: Xf1十 I:Mfj) i=l 

i=1 

i=l.  i=l 

国K産業輸出額，全 ASEANの対j国K産業輸入額を示す。 ．． 
(a) 1970年から77年にかけての K産業の全ASEANの対日本，韓国，アメリカ輸出額ののび率がK産業の世界

輸出額ののび率をうわまわるケース。

(b) 1970年から77年にかけての K産業の日本，韓国，アメリカの対全ASEAN輸出額ののび率が K廂業の世界

輸出額ののび率をうわまわるケース。

(c) (a)でありかつ(b)であるケース。

(d) (a)でも(b)でもないケース。
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がほとんどないため城内分業を行なう誘因が弱い

と考えられる。一方電気機器，産業機械は部品か

ら完成品に至る生産工程が長く， ASEANではま

だμ1給率が低いため，生産工程特化による供給能

カの相互補完という利益が存在する。また資本財

として経済発／j妙の過程で術要が拡大的であるた

め，相圧の需要を充足させていく形での産業内分

業の可能性が期待されよう。

第9表には全 ASEAN(ASEAN 5カ閂全体を総

称する）と，域外との産業内分業指数が示されて

いる。城外としてはここでの分析対象の国とされ

たF1本，韓国，アメリカのみである。

おおむね197(）年から77年にかけて指数値は削大

している。衣料産業のアメリカとASEANの間の

貿易収支は1970年の時点ですでにアメリカの輸入

超過となっていた。 77年にはその赤字が大幅に拡

大 (70年］100万usv"'77年8950万usり）している

ことから，廂業内分業指数値の減少がおきてい

る。 ASEANの，域外との産業内分業の発展は繊

維では H本，アメリカを中心として，また産業機

械，湘気機器では韓1＿十」，アメリカを中心として拡

大している。

さて197(）年と77年の全ASEANの輸出額は対H

紡績 (77年），対米衣料 (70年， 77年）を除き，両年

次全産業で相手国の輸出額より小さい。ここで

1970年から77年にかけて全 ASEANの対日，対

韓対米の廂業内分業指数の値が増加するために.. 
は，全ASEANの対H，対韓，対米輸出額ののび．． 
率が，これら地域の対全ASEAN輸出額ののび率

を上まわらなければならない(iL5)。

これには二つのケースが含まれる。第 1のケー

スは両者の輸出額が増加したにもかかわらず，な．． 
お仝ASEAN(}）輸川額ののび率の方が縣かったケ

ースであり，第 2のケースは日本，韓国，アメリ

ASEAN刀貿易描浩度化と産業内分業

カの対全ASEAN輸出額が停滞，減少したケース

である。前者のケースでは 2国間貿易は拡大的で

あるが，後者のケースでは貿易額は停滞し，その

ウエイトが変化するという点で代替的である。本

稿では輸出額に各年次の名目額をとっているた

め， 2時点間の実質的な拡大を見るために当該産．． 
業ごとの世界貿易額ののび率との比較を行な')

た。また，全ASEANと韓国との貿易額（両国の輸

出額の合，；1）は鉄鋼産業において 2時点とも 100万

USり，以下であったため産業内分業指数の値をゼ

ロとおいた。同表から明らかなように197(）年から

77年にかけて令ASEANの産業内分業指数は対米

の衣料産業対韓国の鉄鋼産業および衣料産業を

のぞき，すべての産業，相手国で増人1 している。

ただし繊維 3産業における日本，アメリカとの産

業内分業指数の増大は両国との貿易額の拡大より

もむしろ産業間の比較優位の変化による 2国間の

輸出額の疫化によ→て生じたといえよう。機械 2

光業（充業機械，厖気機器）でもい干れの地域とも

貿易拡大的である。機械廂業は廂業の属性として

生産［程が長く製品差別化の程度も高いため、全

ASEANと日本，アメリカとがそれぞれの国の属

性を生かして産業内分業を拡大する余地は大きい

であろう。たとえば機械産業のうち生所において

労働集約的な部品部門や組立加工部門の一部を全

ASEANが受け持つとか，国内需要規模が大きく

特化によって規模の経済性が発揮できるような製

品の生産を拡大していく方向がある。こうした方

向は令ASEANと先進国との貿易における相互依

存を拡大させ，資本・技術集約的なより高度の機

械産架を工業化のために輸入代替していく下地を

つくり出すからである。

以上， ASEANの域内と域外双力の産業内分業

の進展を見てきた。 ASEANは機械産業を中心と
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結語

して域内・域外いずれの市場でも水平的特化，垂

直的特化による産業内分業拡大の可能性が高い。

発展途上国では機械産業は所得水準の上昇や工業

化の進展に伴って国内需要を拡大させていく可能

性が託く，城内分業と域外分業とが競合的ではな

く，むしろ補完的に進展していくと考えられる。

（注 1) 庁菜内分染の計測式の形態は以下の論文に

詳しい。佐々波楊子「産業内分業研究の課題」（『世界

経済叶論』 1981年4月号）。

（注 2) Grubel; Lloyd, 前掲書参照。

（注 3) 貿見額の}JI!i"平均か）1]いる「I；民の例ば以下

の論文を参照ざれたい。佐々波楊子・小野田欣也「産

業内分業と製品差別化」（『三田学会雑誌．］第75脊第 4

号 1982年 8月）。

（注 4) 貿易額の加重平均を用いるケースでは貿易

額のウエイトでその処1111がなされる。

（注 5) いま，（2）式を相互の輸出額で書きなおすと

次式を得る。

B炉ー{Xい翌仁］X忙翌止xlOO
(Xt+x}，） 

ここで Xt,X9i ti k W業における i(j)国から j(i)国

への輸出額， Bりは K産業における i国と j国との産

業内分業をご；ILぞれ小す。い lXも＞X';,の＇こぎ，

Bか＝ 2Xりi
(XいXJ,)

XIOO 

2XもXダ,>Xものとき， Bt=--•• 9 - X100であるか
(XいXJ,)

ら，一般的に Bt=
2min(X;';, X初

... 

(X~1+XJ,) 
XlOOて表わさ

れる。 1970りから77年にかけての輸出増加額パ＇それぞ

れ 4Xも， 4x}、で表わし， i国を日本，韓国， アメ

リカとし， j国を ASEAN5カ国仝体とす乙と，

xいXJ,かつ (Xも十L1X}1) > (Xぷ14X:i)のもと

で，産業内分業指数の値が増加する条件は次のとおり

である。

2(Xダ,+L1Xぷ） 2XJ,•-•••-•.. ・. -·••-so~~---• —-
(Xり十L1XJ,+XY,+J XJ,) (XいX加

2Xも •4Xりt-2X記1 Xt1 
= （Xも五Xも＋Xい』x:t)（沿圧喜）―

>O 

分1ヽ｝は正だから，

4X:i > 4xfJ 
XJi ~ Xも
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本稿は ASEAN、日本，韓国，アメリカという 8

カ国の 1970年代における貿易構造の変化につい

て，繊維，鉄鋼，機械の 6廂業において考察を行な

った。その結果，産業間の貿易において， 197(）年代

を通じて軽工業部門の比較優位が日本から韓国，

ASEANへ移行し，一方先進国は資本および技術

集約的産業の比較優位を強化させたという事実が

再確認された。また近年急速に発展したASEAN

の繊維産業は先進国市場への輸出を拡大させると

いうけ向に向かい一方機械産架は ASEAN城

内，域外で産業内分業を進展させてきた。

繊維産業における経験ど同様に、アジア諸国(1)

工業化のいっそうの進展とともに機械産業のうち

でも労働集約的な分野での先進国向け輸出が拡大

し，先進国の産業調整問題が登場しつつあるのは

周知のとおりである。しかしながら，機械産業は

生呼工程が長く，分化した広範れ商品群を打する

産業であり，先進国，発展途上国ともに潜在的な

需要韮盤は大きい先進国では労働集約的部門を

発展途上国に開放するとともに資本・技術集約的

部門で発展途上国の経済発展に伴9)て増大する需

要を充足させ，貿易における相互依存性を深化さ

せる余地が大きい。とくに投資財である産業機械

産業への発展途上国の需要拡大は今後，期待され

る。

先進国と発展途上国との水平的特化，垂直的特

化による産業内分業は今後機械廂業を中心に進展

していくと考えられる。産業調整問題への対応ど

しては，先進国が新製品の開発を促進させる現在

の高い技術水準を維持， 1h]1：させていく努力が不

可欠である。

（慶応義塾大学大学院）


	はじめに
	I 分析のフレームワーク
	II 産業間の貿易構造変化
	III ASEANの産業内分業
	結語

